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肺結核における菌陰性化までの治療期間を予測する
スコアリングシステム　　　　　　　　　　　　　

筒井　俊晴　　花輪　俊弥　　島村　　壮　　秦　　康貴
川口　　諒　　小林　寛明　　柿﨑有美子　　宮下　義啓

は じ め に

　結核治療の目的として患者を治癒することのほかに，
他者への感染リスクを回避することも重要である1)。わ
が国においては感染症法をもとにして厚生労働省から
2007年に結核の入退院基準が示され，入院勧告の対象と
なった患者は臨床症状の改善・感染性の消失・退院後の
治療の継続および他者への感染の防止が可能という条件
を満たした場合に退院させることができる。感染性の消
失は異なった日の喀痰塗抹検査または培養検査の結果が
連続して 3回陰性であることで証明され，菌陰性化と呼
ばれている。肺結核において空洞を有する症例では排菌
量が多いことが報告されており2) 3)，空洞の存在は菌陰
性化までの治療期間を延長させる要因であると考えられ
ている4)～6)。他にも菌陰性化までの治療期間に関わるリ
スク因子についての研究は散見されるが，治療前の臨床
情報から治療期間を予測できるか検討した研究は少ない。

目　　　的

　肺結核診断時の臨床情報が，菌陰性化までに要する治
療期間に関連するか検討するとともに，治療前から予測
できるかを検討した。

対象と方法

　2015年 1月から2021年12月までの 7年間で塗抹陽性
肺結核に対して当院で入院加療を行った219例を対象と
した。死亡37例，標準治療非完遂56例，多剤耐性結核
2例，転医 1例の計96例は除外し，123例を後ろ向きに
解析した。臨床情報として，年齢・性別・病巣の拡がり・
排菌量・空洞の有無・免疫低下を伴う合併症の有無・免
疫抑制剤等使用の有無の 7項目を挙げた。病変の拡がり
は日本結核病学会病型分類を用い，第 2肋間上縁を通る
水平線以上の肺野の面積を越えない範囲を 1，一側肺野
面積を越えるものを 3，1と 3の間を2とした。排菌量は
鏡検蛍光法の 4段階（±：1～2/30視野，1＋：2～20/30
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要旨：〔目的〕肺結核診断時の臨床情報が菌陰性化までに要する治療期間に関与するか検討するとと
もに，治療開始前に予測できるか検討する。〔対象と方法〕2015年 1月から2021年12月の間に塗抹陽
性肺結核に対して当院で入院加療を行った123症例を対象とした。臨床情報として年齢・性別・病巣
の拡がり・排菌量・空洞の有無・免疫低下を伴う合併症の有無・免疫抑制剤等使用の有無の 7項目を
挙げ，各項目における菌陰性化までの期間の比較と多変量解析を行った。〔結果〕病巣の拡がり・排
菌量・空洞の有無の 3項目が菌陰性化までの期間に関わる有意な因子であった。多変量解析で得た結
果からスコアリングを作成し，スコアによって対象を 4群に分類したところ菌陰性化までの期間の中
央値は21，35，60，118日であり各群間で有意差を認めた。〔結論〕病巣の拡がり・排菌量・空洞の有
無の 3項目が菌陰性化までの期間に有意に関連した因子であり，スコアリングを用いることで治療開
始前から予測することが可能であった。
キーワーズ：スコアリングシステム，菌陰性化，病巣の拡がり，排菌量，空洞
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アンケート結果から見た，結核病床運営の課題と対策案

1小野　英也　　1南方　良章　　1川邊　和美　　1東　祐一郞
1佐々木誠悟　　1村上　裕亮　　1加藤　真衣　　2太田　文典

1. 背景と目的

　結核は過去の病気のように思われているが根絶された
訳ではない。日本の結核患者数は年々減少し，結核罹患
率は1951年の人口10万対698に対し2021年では9.2と
なっているものの 1)，米国の罹患率2.42)に比べるとまだ
かなり高い数値である。また，外国生まれの結核患者は
増加傾向にある3)こともあり，結核根絶に向け結核医療
体制を維持していくことは必要不可欠である。
　しかし，現在，結核医療は著しい不採算に陥っており4)，
結核医療体制の維持は困難を増しつつある。不採算性の
主な原因は低い診療報酬，患者数減少に伴う病床利用率
の低下である5)。病棟を維持するに足る結核患者が発生
している地域もあるが，不採算を背景に地域で結核医療
の中心的な医療機関が結核病床を廃止する事態も生じて
いる6)。
　不採算性の改善のため，病床利用率の適正化，空床補

助，適正な診療報酬評価が必要と指摘されている5)。診療
報酬の見直しや減床による病床利用率の改善が図られて
いるが，結核病床の運営は病院経営の重荷となっている
感は拭えない。結核患者 1人あたりの 1日の医療収入は
一般呼吸器患者に比べ著しく低い 4)。一般病棟では看護
必要度と看護配置で入院基本料は細分化されているが結
核病棟では適応されず，看護必要度が高くても入院基本
料は変わらない。また，緩和ケア診療加算や栄養サポー
トチーム加算などの診療報酬も請求できなかった 7)。日本
結核・非結核性抗酸菌症学会が診療報酬改定に向け厚生
労働省に要望の提出を続けた結果，2020年度の診療報酬
改定で結核病棟での栄養サポートチームの加算が認めら
れたが 8)，未だ十分な改定に至っているとは言えない。結
核の低蔓延化に伴い，全国の結核稼働病床数は1960年
に252,208床であったが，2021年では3,017床にまで減
床している9)。しかし，厚生労働省の報告では2020年度
の病床利用率は31.5%であり10)，減床にもかかわらず低
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要旨：〔目的〕結核の低蔓延化に伴い，結核医療は不採算に陥っている。アンケートを通して一般結
核病棟とユニット化病床の利点と限界について抽出し，病床運用に対する提案を行った。〔方法〕結
核病床を有する全国の174医療機関にアンケート調査を実施し，経営面評価と運用実態評価の調査を
行った。〔結果〕経営面の有効回答数は81施設で経営負担，減床必要性，減床可能性は一般結核病棟
とユニット化病床で差は認めなかった。経営負担，減床必要性は，30床以上の病床を有する施設では
30床未満の施設に比べ有意に高値を示した。しかし，稼働/基準比の多寡別で比較すると差を認めな
かった。運用実態面の有効回答数は57施設で，病床数および看護師数はユニット化病床では結核病
棟に比べ有意に少なかったが，看護師数/病床数比ではユニット化病床のほうが有意に高かった。病
床利用率は病床の形態で差はなく，平均在院日数も差はなかった。病床規模，稼働/基準比の多寡別
でも同様で，有意差を認めなかった。〔考察・結論〕ユニット化病床の活用は一般結核病棟に比べ病
床利用率や経営負担の面で必ずしも十分な改善効果は認められなかった。今回，結核病床の健全な運
営に向けた新たな対策案を提起した。
キーワーズ：結核，病床，経営，ユニット化病床，モデル病室
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結核治療中の皮疹対策に関する調査

結核療法研究協議会内科会

背景と目的

　結核治療の成功/失敗を決定する要因としては，基礎
疾患と薬剤感受性検査結果に基づいて選ばれた治療に適
切な薬剤が使用できるかどうかにかかっている。使用で
きるかどうかは，有害事象による中止と，服薬中断など
のコンプライアンスの課題の二つがあるが，日本では，
有害事象による薬剤の中止が重要な課題となっている。
有害事象としては，肝障害，腎障害と並んで皮疹は結核
治療を妨げる頻度が高い要因の一つとなっている。今
回，結核療法研究協議会参加施設では，皮疹の頻度およ
び対応策を検討したので報告する。
　目的は，日本における薬疹の状況を把握し，対応指針
への一助とすることである。

対象と方法

　結核療法研究協議会に参加している医療機関に対し

て，皮疹を起こした症例の情報の調査を行った。プロス
ペクティブコホート非介入（入院のみ，もしくは入院外
来とも）調査である。収集情報は，患者情報：性，年齢
（年齢群），使用結核薬，アレルギーの現在および既往疾
患有無（薬，食物，喘息，皮疹，その他のアレルギー疾
患），他の併存疾患，皮疹の状況：皮疹の分類，皮疹の部
位，皮疹の広がり（体表面積に占める割合），皮疹への
対応（文章記載，対症薬，一時中止薬剤，ずっと中止薬
剤），原因と推定される薬剤，最終結核治療，である。本
研究は結核研究所の倫理審査（RIT/IRB 30-11）にて施
行を承認された。

結　　　果

　対象は，2019年に結核療法研究協議会に参加の施設に
おいて結核治療を開始した症例のうち “皮疹があり” と
して情報を収集した224例，男性136例，女性88例とし
た（Table 1）。年齢は，20歳代14例，30歳代 8例，40歳

Kekkaku Vol. 98, No. 2 : 59-63, 2023

連絡先 ： 吉山　崇，結核予防会結核研究所，〒204-8533 東京
都清瀬市松山3-1-24（E-mail: yoshiyama@jata.or.jp）
 （Received 24 Jan. 2023/Accepted 7 Feb. 2023）

要旨：〔目的〕薬疹は結核治療の障害となる有害事象である。日本における薬疹の状況を把握し，対
応指針への一助とする。〔方法〕医療機関へのアンケート調査。〔結果〕2019年に結核療法研究協議会
参加施設において結核治療を開始した症例のうち皮疹がありとして情報を収集した224例で，男性
136例，女性88例を対象とした。年齢は，結核患者の年齢構成と違いはなかった。発症時の使用薬剤 

は，標準 4剤のイソニコチン酸ヒドラジド（INH），リファンピシン（RFP），ピラジナミド，エタンブ
トール（EB）が138例，INH，RFP，EBの 3剤が56例と大多数で，それ以外は30例であった。皮疹に
気が付いて薬を減らした日から皮疹対策が終了し最終的な薬の決定に至るまでの日数については，最
終的な治療に至るまでに死亡等および情報不明例31例を除く193例中，結核薬を変更しなかった例
が97例，INH・RFP以外の中止10例，INH・RFPいずれか中止したが再開までの日数不明 6例を除い
た80例については，17例で14日以内，22例で15～30日，17例で31～45日，16例で46～61日，8例で
62日以上と日数がかかっていた者が多かった。RFPが原因または原因の可能性がある例で 5例リフ
ァブチン（RBT）が使用された。1例耐性化例が見られた。〔結論〕RFPが使えない例でもRBTを使え
る可能性があり，副作用対応で単剤治療による耐性化症例があることは，念頭におく必要がある。
キーワーズ：結核，薬疹，リファブチン，耐性化



技能実習
監理団体 日本語学校 大学

問い合わせ団体数

返答あり
有効回答数

2349

  782
  610

687

135
125

776

324
254

表1　アンケート調査実施数
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結核蔓延国出身者の検診をはじめとする結核患者発見

1吉山　　崇　　2河津　里沙　　2内村　和広　　2大角　晃弘

背景と目的

　日本語学校検診等において蔓延国出身者の結核発病の
危険は高く1)，日本の結核における蔓延国出身者の占め
る割合は10%を超える2)。しかし，蔓延国出身者の結核
罹患率についての報告はない。
　目的は，蔓延国出身者の結核発病の危険性について検
討することである。

対象と方法

　日本国内の日本語学校（http://www.aikgroup-siki.com/j- 

school/japanese/index.htmにて2018年 8月18日チェック），
大学，技能実習生の監理団体（http://www.otit.go.jp/search_ 

kanri/にて2018年 8月18日チェック）へのアンケート調
査。2018年に在籍していた者に対する結核検診状況お
よび患者発見状況を調査した。

結　　　果

　3,965団体に発送したが宛先不明などを除いた3,812団
体への発送が有効であり，表 1のとおり，1,241団体より
回答を得，X線検査状況などの人数の情報を提供した団
体は989団体であった。返答率33%，回答率は26%であ
った。
　検診で胸部X線検査を行っている団体は，技能実習生
監理団体588（96%），日本語学校121（97%），大学245

（96%）とその比率は高かった。大学のなかには留学生
は母国で検診を受けてその結果の持参を義務付けている
ので日本では行わないとしている大学が 1校見られた。
技能実習生監理団体では入職，入学時期に行うものが
459団体と多く，日本語学校および大学では定期の検診
として行うものが多かった。
　989団体で管理されている人数で2018年に入国した者
は75,859人で，技能実習生29,479人，日本語学校14,859
人，大学31,521人であった。本調査対象となった団体に
2018年に入った者の国籍別および年齢別数は表 2のと
おりで，中国，ベトナムの数が多く，年齢は20歳代が多
かった。患者発見数は，在籍者10万人当たりの発見率は
集団検診（技能実習生193，日本語学校222，大学70），
集団検診以外（技能実習生 71，日本語学校 100，大学
38）とも，表 2のとおりで大学での発見率が低かった。
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1結核予防会結核研究所，2結核予防会結核研究所臨床疫学部 連絡先 ： 吉山　崇，結核予防会結核研究所，〒204-8533 東京
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要旨：〔目的〕蔓延国出身者の結核発病対策として，大学，日本語学校，技能実習生の監理団体の対
応を検討する。〔方法〕監理団体に対するアンケート調査によって実情を把握した。〔結果〕75,859名
の在籍する989の団体で，112名の検診による発見の結核患者，48名の検診以外で発見の結核患者が
報告された。技能実習生監理団体，日本語学校に比して，大学で患者発見率は低かった。〔結論〕入
国後早期の検診は患者発見にとって有効である。 

キーワーズ：結核，蔓延国出身者，検診
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軟口蓋穿孔を認めた咽頭結核の 1例

1濱崎　直子　　2山崎菜々美　　1松岡　　佑　　1益田　隆広
1三輪菜々子　　1木田　陽子　　1纐纈　力也　　1上領　　博
1桜井　稔泰　　1多田　公英　　　　　　　　　　　　　　　

は じ め に

　咽頭結核は非常にまれな疾患であり，咽頭結核は喉頭
結核と合わせても結核全体の0.3%を占めるのみである1)。
また軟口蓋穿孔は新生児の口蓋裂として知られている
が，成人でもまれに発症することがある。今回われわれ
は咽頭痛と左耳痛を認め，一般的な中耳炎の治療をして
いる経過で軟口蓋穿孔を認めた咽頭結核を経験し，また
穿孔が残存したため報告する。

症　　　例

　症　例：37歳，女性。
　主　訴：咽頭痛，左耳痛。
　既往歴：35歳，多発動脈炎。37歳，中耳炎。
　家族歴：特記事項なし。結核の家族歴なし。
　生活歴：喫煙歴なし。飲酒歴なし。
　職業歴：休職中。
　アレルギー：なし。
　内服薬：プレドニゾロン7 mg/日，メトトレキサート
8 mg/週，ベラプロストナトリウム120 mg/日，サルポグ
レラート塩酸塩300 mg/日，ランソプラゾール30 mg/日，

スルファメトキサゾール400 mg/トリメトプリム80 mg

配合錠/日，アレンドロン酸ナトリウム水和物35 mg/週。
　現病歴：X－2年に足趾が変色したため前医受診。足
底にリベドや潰瘍を認め，両下腿に紅斑あり，足底皮膚
生検で壊死性肉芽腫性血管炎を認めた。多発動脈炎と診
断され，ベラプロストナトリウム120 mg/日，サルポグ
レラート塩酸塩300 mg/日，プレドニゾロン15 mg/日が
開始された。プレドニゾロンを7 mg/日まで徐々に減量
されていたが，X年6月に症状増悪し，プレドニゾロン
は15 mg/日まで増量，メトトレキサート4 mg/週を開始
された。X年 9月から咽頭痛と左耳痛が出現し，耳鼻科
受診。左中耳炎と診断され左鼓膜切開を施行された。そ
の後軟口蓋穿孔とそれに伴う構音障害を認めた。穿孔部
位より生検され乾酪性類上皮細胞肉芽腫を認めZiehl-

Neelsen染色にて抗酸菌を認めた（Fig. 1）。また喀痰検
査にて抗酸菌塗抹陽性であったため咽頭結核が疑われ，
同年12月 6日に当院に入院した。
　入院時現症：身長 157 cm，体重 56.4 kg，血圧 112/60 
mmHg，脈拍68回/分・整，体温36.0℃，SpO2: 99%（室
内気），軟口蓋左側に直径10 mm大の穿孔を認める，辺
縁の粘膜に不整なし，白苔なし（Fig. 2），扁桃腫大な
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要旨：症例は37歳女性。背景疾患に多発動脈炎があり，プレドニゾロンとメトトレキサートを内服
していた。主訴は咽頭痛と左耳痛。その後軟口蓋穿孔を認め，同部位から抗酸菌が認められ，結核と
診断された。治療はイソニアジド，リファンピシン，エタンブトール，ピラジナミドで行い，症状は
速やかに軽快したが軟口蓋穿孔は残存した。咽頭結核は非常にまれな疾患であり，その中でも軟口蓋
穿孔は報告例が少ない。免疫低下状態の患者において咽頭痛などを認めた場合は鑑別疾患として結核
も念頭におき，各種検査を行っていくことが必要である。また軟口蓋に一度穿孔してしまうと閉鎖ま
で時間を要することがあり，そのことからも早期診断，治療を行っていくことが重要である。
キーワーズ：軟口蓋穿孔，咽頭結核，免疫低下
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結核患者（潜在性結核感染者含む）のための禁煙支援指針
～呼吸器疾患との関連も含めて～

日本結核・非結核性抗酸菌症学会 エキスパート委員会・禁煙推進委員会

1. 作成の経緯と目的

　喫煙は，結核の感染・発病リスクを高める重要な因子
である。また，喫煙していた結核患者の禁煙は，結核か
らの回復を促し，再発リスクの低減にもつながる。
　本学会は，2017年10月に発表した「禁煙推進宣言」
の中で，「本学会会員は，診療や健診において，結核患
者や潜在性結核感染者を含めた全ての喫煙者に禁煙を勧
め，禁煙治療を推進する。」と宣言している。本学会の
エキスパート会員職種である保健師，看護師，薬剤師等
は，結核患者および潜在性結核感染者の治療戦略（日本
版DOTS戦略）に関わる中で，禁煙支援（禁煙治療を含
む）にも積極的に関与することができる。
　禁煙支援は日本版DOTSを構成する重要な要素の一つ
であるとの観点から，本学会のエキスパート委員会では
禁煙推進委員会の協力を得ながら，日本版DOTSと連動し
た禁煙支援を効果的に実施するための手順や禁煙支援の
ための各種資料の活用方法などを検討し，その結果をマ
ニュアル（指針）としてまとめた。この検討にあたって
は，国際結核・肺疾患予防連合（IUATLD，現：UNION）
による「結核患者への禁煙の勧めとタバコの無い環境づ
くり（第 2版：2010年）」，これを基に結核予防会結核研
究所（対策支援部保健看護学科）が2017年に作成した
「日本版結核患者禁煙支援マニュアル」，および禁煙推進
に係る国内 4学会（日本循環器学会等）が作成した「禁
煙治療のための標準手順書（第 8版）」を参考にした。

2. 結核患者の禁煙支援に関する課題

（ 1）入院中の患者
①入院時の患者情報収集
・・禁煙の重要性は医療職には了解されているが，実際の
臨床の場において禁煙支援は必ずしも強力には行われて
いない。例えば看護師は，患者入院時に看護に必要な情
報として，喫煙歴を確認する項目があるため，入院患者
全員に喫煙歴とその期間についての確認を行い記載して
いる。また，療養指導パンフレットの中に禁煙の必要性

に関する項目があるため，療養指導を行う時に患者と共
に確認している。しかし，日々の看護記録を見ると，喫
煙に対する思いや，禁煙意欲に関する記載はなく，患者
が他者へ感染させていないか？という心配への傾聴や，
内服に対する思い，副作用の出現の有無の観察等，治療
に関する記録が中心となっており，禁煙の取り組みが不
十分である。
　その背景としては，病院自体がすでに禁煙すべき場所
となっているので，入院中の患者が喫煙する機会がそも
そもない。そのため，早期の介入が不要であると判断し
ていることが考えられる。
・・入院期間が長期化する中で，喫煙に対する欲求が出て
きた患者であっても，院内には喫煙する場所がなく抑制
されているが，退院後は外れてしまうので再喫煙しやす
いということに気がついていない可能性がある。そのた
め，看護師の療養指導の中で，退院後の禁煙につなげる
ような具体的かつ積極的な介入ができていないことが問
題であると考える。
②患者
・・入院することで，自身の意志と関係なく禁煙を強いら
れる環境になること，隔離によるストレス，入院生活の
ルール等，入院前は制限なく行えていたことができない
ことによるストレス等，より一層のストレスが課せられ
る。その結果，ストレスの発散方法が見つからず，喫煙
してしまったり，他者へ攻撃的な態度をとることにつな
がる場合がある。また，退院後喫煙できる環境が整うと，
再び喫煙してしまう可能性が高い。
・・自覚症状などから，喫煙に対する欲求が一時的に低下
した状態で入院となっても，治療の経過と共に症状が改
善することで，再び喫煙に対する欲求が出現する可能性
がある。
③職員
・・入院することで喫煙する機会がなくなるため，入院期
間中は，必然的に禁煙する環境となっていることから，患
者が完全に禁煙できたと誤解してしまう可能性がある。
その環境がゆえに，療養指導の中でも喫煙に対する介入
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